
資料1 消防力の整備指針・消防施設整備計画素案の意見に対する消防組合回答（案）

受付 分類 所属 該当P 該当P② 指摘箇所 指摘内容・修正案 理由 回答(案)/計画への反映の方向性（案） 反映 資料

35 政策部分 草加市 1 186

　各施設整備の計画については厳しい財政状
況を勘案するとともに、将来的な見通しも決して
楽観できる状況にはございません。このため、計
画においては、整備時期の目途や期限等につい
て柔軟な対応をお願いします。

構成市や組合議会など関係機関と緊密な連携・協調を図り、計
画に基づく各種取組を進めてまいります。

-

22 政策部分 審議委員 98
　中途採用を含め、人事計画について考える必
要があるのでは

３）人事計画について
　やはり世代・性別の偏りが気になりました。
草加市は女性の常備消防職員の数は比較的多いようですが、
それでも、中途採用も含めて、再考する必要があるかもしれませ
ん。
難しいかもしれませんが、事務職分野での「インターンシップ制
度」や正規採用された職員のための「特別休暇制度」（育休・介
護休暇・資格取得・自己研鑽など、どう使ってもいい休暇）など
を独自に検討し、就労環境を整えていくと、就職希望者も増える
のではないでしょうか。
あと、消防署勤務というとどうしても「火を消す仕事」といった画
一的なイメージがあるので積極的に仕事内容の詳細などを中
学・高校・専門学校・大学などに説明しにいくのも効果があるか
もしれません。

　本計画策定後に本計画に基づく定数管理計画（職員採用計
画）の策定を予定しており、その個別計画の策定において左記
の趣旨を踏まえた形で検討してまいります。そのため、左記の趣
旨を踏まえ、答申内容に反映させる。

答申反映

20 政策部分 審議委員 104 150

　「頑丈な建物を建てて終わり」ではなく、建て替
え・移転を機に、防災・減災に向けた地域連携
の強化・維持をめざすため、防災広場を兼ねた
「市民が自由に使える空間（草野球場やグラン
ド、原っぱ、BBQできるところ）」を作る／増やすこ
とが望ましいのではないでしょうか。

　あらゆる部署・専門領域に関連する地域の問題として、「自由
に使える空き地」の不足があると思います。
実際、いろいろな機会に、草加市民への聞き取りをしてみるとそ
ういった空間が「歩いていける距離に」ない、ということへの不満
が必ず挙げられます。
この件に関しては「消防」だけでどうにかなる問題ではなく、他の
部署・機関との連携・交渉も必要かもしれません。
たとえば、消防署の建て替えや新設に関しても、たんに「頑丈な
建物を建てて終わり」ではなく、建て替え・移転を機に、防災・減
災に向けた地域連携の強化・維持をめざすため、防災広場を兼
ねた「市民が自由に使える空間（草野球場やグランド、原っぱ、
BBQできるところ）」を作る／増やすことが望ましいのではないで
しょうか。

それによって、自然と、地域住民が「さりげなく」交流する空間が
生まれ、顔見知りになったり、いろいろな情報交換（それぞれの
家庭事情も含め）が促進されることが期待できるのではないで
しょうか。

その広場で、定期的に消防のイベント（参加型・非参加型問わ
ず）をしたり、消防の訓練風景を公開したりするなかで、地域の
減災・防災を住民に意識してもらえるかもしれません。
これは、以下２）にあげる問題とも関連しています。

疑問＞＞＞消防署を（市営の）複合施設にすることはできない
のか？法律的に難しい？（図書館・資料館、トレーニングセン
ター、子育て広場、医療施設などとの併設）そうすることで、消
防署が「人が集まりやすい場所」となり、おのずと地域の防災へ
の意識も高まっていく可能性。

左記の趣旨を踏まえ、答申内容に反映させる。 答申反映
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資料1 消防力の整備指針・消防施設整備計画素案の意見に対する消防組合回答（案）

受付 分類 所属 該当P 該当P② 指摘箇所 指摘内容・修正案 理由 回答(案)/計画への反映の方向性（案） 反映 資料

02 政策部分 審議委員
回
審
議
会

140
141-
142

消防団員の増員について 消防力の低下につながる

※以下、審議委員から出された意見を集約し、答申内容に反
映する。
・地域の消防力を増強するためには必要不可欠である。
・団員数は年々減少傾向にあり、団員の高齢化は否めない。
（定数：　　、実数：　　）
・若年層が一定頻度で入団している。
・消防団の役割配分が近年変化している。個々の火災対応に
重きを置いていたが、近年は大規模災害に重きを置くようになっ
ている。大規模災害は常備消防だけでは対応しきれないため、
今後も重点的に大規模災害等への訓練が必要になる。
・自主防災組織の減少傾向にある。（町会加入率の低下）
・小中学生への普及啓発等について
草加市においては町会連合会主催の避難所運営訓練を中学
生、小学生とともに実施している実績がある。
八潮市においては防災マイスターという小学生対象とした防災
学習事業を行っている実績がある。
防災啓発事業等は構成市が主体となって行っているため、今
後は構成市、小中学校、消防団、自主防災組織が合同訓練
などを通じて協力して消防団、自主防災組織等への加入促進
し、防災力の向上を図るものである。

PRしても定数以上の人数が来た場合に、断らざるを得ない状況
になってしまう。

答申反映

03 政策部分 審議委員
回
審
議
会

140
141-
142

子供の頃から地域の消防団のあり方などを学ぶ
機会をもっと設けるべきなどの方策が必要では

子供の頃から消防のことを教育する、そういったソフト面にも焦
点を当てることも大事だ。子供の頃から地域の消防団のあり方
などを学ぶ機会をもっと設けるべきなどの方策も大事ではない
か

受付番号０２と同じ 答申反映

17 政策部分 審議委員 140
141-
142

消防団員の高齢化・なり手不足 消防力の低下 受付番号０２と同じ
答申反映

18 政策部分 審議委員 140
141-
142

町会自治会加入率の低下（自主防災組織） 地域消防力の低下 受付番号０２と同じ
答申反映
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資料1 消防力の整備指針・消防施設整備計画素案の意見に対する消防組合回答（案）

受付 分類 所属 該当P 該当P② 指摘箇所 指摘内容・修正案 理由 回答(案)/計画への反映の方向性（案） 反映 資料

21 政策部分 審議委員 140

講習会や防災イベントの周知の方法を再検討
する必要性

自治会や地域の消防団（自助）だけに頼る地域
連携・防災連携は、もはや限界があるのではな
いか。
それゆえ、もっとほかのやり方、外部の力やメ
ディアの力を借りることも検討してはどうかと思い
ます。

LINEでの情報提供も、もっと積極的に周知してい
く必要があるかもしれません。

　草加市民との会話のなかからうかがえるもうひとつの問題は、
防災講習が行われていても、参加しない、もしくはそのイベント自
体が知られていない、というケースが多いという問題です。
これは回覧板を利用する戸建ての住民も例外ではないようで
す。
（戸建の住民も、地区への入居時期・家族構成によって、交流
のあるなしが変わってくる）
このことが示しているのは、講習会や防災イベントの周知の方法
を再検討する必要性です。
コンロベンチの使い方をレクチャーするだけではなく実際に炊き
出しを（地区の近くの防災広場などを利用して）行って豚汁など
を配ってみたり、備蓄食材を利用して何か料理を作る、といった
企画を、（開催の時間帯も、昼間ではなく、夕方から夜、ふらっと
立ち寄れるような時間が、若者・子連れ世帯にとって望ましいか
も）地域内外のひとびとを巻き込んで行う。
　たとえば、草加市への通勤通学者や隣接地域のNPOの力を借
りて、そういった企画を実践してみるのもひとつではないでしょう
か。（自治会加入者・運営者である高齢の住民だけでは無理が
あるため）
　ようするに、（岡村個人の意見としては）自治会や地域の消防
団（自助）だけに頼る地域連携・防災連携は、もはや限界がある
のではないか。
それゆえ、もっとほかのやり方、外部の力やメディアの力を借りる
ことも検討してはどうかと思います。

LINEでの情報提供も、もっと積極的に周知していく必要があるか
もしれません。

左記の趣旨を踏まえ、答申内容に反映させる。 答申反映

28 政策部分 八潮市 158

草加柿木地区産業団地の稼働や、「東京外環
自動車道の休憩施設となる（仮称）外環八潮
パーキングエリアの整備及び東埼玉道路の高速
道路部の事業化に向けた検討が進められてお
り」、と表現を修正。

①八條地内に東京外環自動車道の休憩施設が整備されること
から、表現を追記
②「東埼玉道路の高速道路化も予定」とあるが、東埼玉道路は
一般道路（国道４号）と高速道路で２つの道路で構成されてお
り、現在、国において高速道路部分の事業化に向けて検討を進
めている。
そのため、東埼玉道路の高速道路化という表現は誤解を与え
かねないため。

（修正）
ご指摘のとおり、修正します。

P158　14行目
→今後、草加柿木地区産業団地の稼働や、東京外かく環状道
路の休憩施設となる（仮称）外環八潮パーキングエリアの整備
及び東埼玉道路の高速道路部の事業化に向けた検討が進めら
れており、

計画反映

39 政策部分 消防 158

「草加市八幡町の北部の一部には、消防・救急
車両の走行時間が相対的に長い消防力の空白
地域も有しているとともに、建築基準法の旧耐
震基準で建築された建物が密集しており、消防
活動困難区域となっています。」

「まちづくりの基本となる計画　草加市都市計画マスタープラン２
０１７－２０３５」の「第２章地区別方針」では、地区ごとに「３市民
の主な意見」という項目を設けておりますが、この項目は、過去
に実施した地区別懇談会等において地区にお住いの皆様よりい
ただいた率直なご意見を、参考資料として掲載しているものと
なっております。
新田東部地区の「３市民の主な意見」（ｐ１４８、１４９）の項目に
は「消防活動困難地区」との記載がありますが、こちらも、市の方
針や市の調査結果として記載しているわけではなく、また、「幅
員６ｍの道路から半径１４０ｍより遠く、消防活動が行いにくい区
域である」という一般的な定義の「消防活動困難区域」とは同義
ではない可能性もあります。
このため、本マスタープランの記載を根拠として左記表記をして
いるのであれば事実と異なる可能性があり、下線部分の表記を
削除していただければと思います。

（修正）
ご指摘のとおり、修正します。

計画反映 2-1
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資料1 消防力の整備指針・消防施設整備計画素案の意見に対する消防組合回答（案）

受付 分類 所属 該当P 該当P② 指摘箇所 指摘内容・修正案 理由 回答(案)/計画への反映の方向性（案） 反映 資料

11 政策以外 審議委員 0

「消防力の確保」は消防力の「確立」とし、将来
の消防体制の積極的な体制構築の意にしては
如何か。

「消防力の確保」は消防力の「確立」とし、将来の消防体制の積
極的な体制構築の意にしては如何か。

（精査）
確たる消防力を保つ必要があり意味での「確保」と、消防体制を
構築していく意味での「確立」を文脈によって使い分けることを精
査します。

計画反映

05 政策以外 審議委員 6
1-2
地勢

【防火・準防火地域の面積の追加】
防火地域・準防火地域の指定のない面積を、
追記しては如何でしょうか。

　都市計画法第７条第２項の市街化区域についての面積は、記
載されています。また、同法第８条第１項８号に防火地域又は
準防火地域は市が定めることになっています。防火・準防火地
域は、建築基準法第６１条以降で建築物は耐火構造と定めら
れていますが、防火・準防火地域に指定されていない地域では
建物については建築構造の定めはないことから木造・防火造も
可能でなり、火災発生時には火災の拡大が早く被害の拡大が
懸念されることも考えられること。また、消防ポンプ車の到着が
遅れる地域では、より火災による被害の拡大に結びつくことにな
ることから

（追記）
防火・準防火地域の面積について文章および一覧表として追記
します

P6最終行
草加市、八潮市においては、市街地における火災の危険を防
除するため、建物を構造の面から規制する防火地域※2、準防
火地域※3の指定されています。

注釈
※2防火地域：・・・（都市計画法定義を追記）
※3準防火地域・・・

計画反映 2-3

06 政策以外 審議委員 26 27・28
4-1-3
救助

【高速道路の災害活動状況の追加】
外環・首都高速道の車両の火災・交通事故の
救助・救急出場件数はないのでしょうか。

　救助出場件数の記載ですが、区域内に外環自動車道・首都
高速道路が走っており、これらは道路の閉鎖性から災害活動は
インターを存する消防機関の活動に限られるのではないか。外
環道では草加インター、首都高速道は八潮南インターがあるこ
とから

（追記）
出動区域、件数について３年間のデータ記載します
火災については119入電件数（報告件数＝出動件数ではない
ため）
救助、救急については実数
出動区域についても記載（図示はしない）

本文の修正はなし

計画反映 2-4

07 政策以外 審議委員 29
4-2-1
区分全体

【６分以内での現場到着の頭出し】
　適正配置報告書の図を示すことで消防力の
不均衡は理解しやすいのでないか。

本文で「管内全体の消防力の不均衡が生じている地域も存在」
と記されています。『消防力整備指針・施設整備計画151ペー
ジに「全管内６分以内での現場到着」を目標』と明記しており、ま
た、平成３０年の草加八潮消防組合消防力適正配置等調査報
告書の52ページにも消防署所からの走行時間の図も掲載さ
れ、明らかに八潮市南部は6分以上の地区が存在します。
　緊急車の法定速度毎時80km。道路混雑で消防ポンプ車の
走行速度を平均毎時60kmとして6分間に直線的に6kmの走行
となりますが、直線的な走行は不可能であることから三角法から
半径4.2kmの円としても八潮市南部は八潮消防署から6分での
到着は不可能であり、さらに、遠方の署からの消防ポンプ車の到
着も遅れ、消防力不足が明確であり、火災のよる被害の拡大も
懸念される。
　さらに、６分到着の根拠は、火災発生から拡大する時間経過
において、早期に消防活動に着手できることで住民が安心して
生活ができる行政の目的とも合致すること考えます。

（追記）
適正配置報告書の図を示します

計画反映 2-5

08 政策以外 審議委員 44 常備消防施設

【業務効率が招く住民サービスの低下の明記】
　本文で「執務空間の狭隘化により業務効率の
低下を招いている」とあるが、何に支障を来すの
か具体的な支障・住民サービスの低下を招くの
かを記載すること

【業務効率が招く住民サービスの低下の明記】
　本文で「執務空間の狭隘化により業務効率の低下を招いてい
る」とあるが、業務効率の低下により消防行政として、住民サー
ビス視点から考察して、何に支障を来すのか具体的な支障・住
民サービスの低下を招くのかを記載することで施設改善の説得
力が得られると考える。

（追記）文末
消防局機能が分散されていることにより、災害事案が大規模・
複雑化した場合の指令業務など、危機管理上においての支障
をきたしています。また、業務が関連している予防課と警防課が
分散していることが関係業者の負担となっていることや、来庁者
の待合スペースや個別の相談窓口が確保できないため、プライ
バシー保護等の観点から住民サービスの低下を招いています。

計画反映

01 政策以外 審議委員
回
審
議
会

61 99・100 図表59 年齢構成について、１年ごとの表し方は可能か ５０歳から５４歳にかけての職員数の少なさ、偏りが気になる

（追記）
ご指摘のとおり、追加表記します

→表を追加

計画反映 2-2
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資料1 消防力の整備指針・消防施設整備計画素案の意見に対する消防組合回答（案）

受付 分類 所属 該当P 該当P② 指摘箇所 指摘内容・修正案 理由 回答(案)/計画への反映の方向性（案） 反映 資料

09 政策以外 審議委員 93 2行目
　「少子高齢社会」は、一般的な言い方であり、
消防需要の観点からは「高齢社会」と明確にし
ては如何か。

　消防力の整備指針は、消防としての将来構想に向けた基本
理念が記されるところであり、本文の2行目の「少子高齢社会」
は、一般的な言い方であり、消防需要の観点からは「高齢社会」
と明確にしては如何か。

（現状維持）
前章施設白書での構成市における社会的構造の分析結果を
反映した表記であり、構成市における税収の増加が期待できな
い要因の一つとして表記したものであることから「少子高齢化」と
表記したことをご理解いただきたい。

-

10 政策以外 審議委員 93
7行目
8行目

　7行目の「最適な消防力の保持」8行目の「消
防力の確保」を「確保」としっかり持ち続ける積極
的な言葉にしては如何か
（151ページ①施設の適正配置と再編の実施方
針の本文6行目及び192ページ①税制負担の
安定化と平準化本文7行目の「保持」も同様と
する）。

　7行目の「最適な消防力の保持」8行目の「消防力の確保」と
同じ言葉を避けて「保持」「確保」と考えるが、「保持」は現状を
保ち続けることの意であり、消極的に感じることから「確保」としっ
かり持ち続ける積極的な言葉にしては如何か（151ページ①施
設の適正配置と再編の実施方針の本文6行目及び192ページ
①税制負担の安定化と平準化本文7行目の「保持」も同様とす
る）。

（現状維持）
常に最適な消防力の状態を保ち続ける意味での「保持」と、確
たる消防力を保つ必要がある意味での「確保」ということで、言
葉の意味合いを使い分けていることをご理解いただきたい。

-

12 政策以外 審議委員 93 7行目

　「未知の災害等」とありますが、「未知の災害並
びに地震・水害等の自然災害等、あらゆる事
案」と、積極的な消防の意思を明確にしては如
何か。

　7行目の「未知の災害等」とありますが、114ページ3-2-1に
「集中豪雨や大型台風等」と着されていることから「未知の災害
並びに地震・水害等の自然災害等、あらゆる事案」と、今後、考
えられる地震・台風災害など複雑・多様化するから災害から人
命の守る積極的な消防の意思を明確にしては如何か。

（追記）
ご指摘のとおり、追加表記します。

「未知の災害等」を
「未知の災害並びに地震・水害等の自然災害等、あらゆる事
案」に変更

計画反映

13 政策以外 審議委員 93 10行目

　「財政負担の平準化につなげるなど、効率的
で効果的な消防行政の運用」については「平準
化につなげるなど、住民サービスの向上のため
効率的で効果的な消防行政の運用」と明確にし
ては如何か。

　10行目「財政負担の平準化につなげるなど、効率的で効果的
な消防行政の運用」については「平準化につなげるなど、住民
サービスの向上のため効率的で効果的な消防行政の運用」と
消防行政の目的である火災などの災害から住民の命を守ること
の意味として明確にしては如何か。

（追記）
ご指摘のとおり、追加表記します。

「平準化につなげていくなど、効率的で効果的な消防行政の運
用」を
「平準化につなげていくなど、住民サービスの向上のため効率的
で効果的な消防行政の運用」に変更

計画反映

14 政策以外 審議委員 97
1-1-1
組織体制の再
編

【消防局機能の一元化】
「災害に対する消防部隊効率的な運用並びに
指揮・命令系統の効率性」と局長の指揮も元の
指揮・命令系統を明確にしては如何か。

　現在、消防局の機能が草加・八潮の両署に分散している現状
に鑑み、局の業務を集約することですが、局を集約する趣旨とし
て消防業務の統括的な管理もありますが、局長と指令センター
が分散していることと考えます。「災害に対する指揮・命令系統
の効率性」とあるが、災害活動機関として災害時における出場し
た消防部隊の一元的な管理と運用であることから「災害に対す
る消防部隊効率的な運用並びに指揮・命令系統の効率性」と
局長の指揮も元の指揮・命令系統を明確にしては如何か。

（追記）
ここでは、本部機能が分散されていることによる日常業務面での
情報伝達と情報交換、災害時における指揮・命令系統の迅速
性に課題があることを記載しています。組織体制の再編にあ
たっては、こうした物理的な課題の解消も見据え取り組む必要
があることを記載しています。ご指摘の消防部隊の効率的な運
用についても組織体制の再編にあたっての重要な要素となるも
のと考えられることから、追記表記します。なお、局長下における
指揮命令系統については確立し運用している状況にあることを
ご理解いただきたい。

受付番号30番に記載

計画反映 2-6

30 政策以外 八潮市 97

「1-1-1 組織体制の再編」について

１文が長く、意味が通らない文章になっているの
で整理してはどうか。

左記のとおり
（修正）
ご指摘のとおり、修正します。 計画反映 2-6
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資料1 消防力の整備指針・消防施設整備計画素案の意見に対する消防組合回答（案）

受付 分類 所属 該当P 該当P② 指摘箇所 指摘内容・修正案 理由 回答(案)/計画への反映の方向性（案） 反映 資料

34 政策以外 八潮市 128 6-3

意見です
計画案は、とても素晴らしいもので、修正案を出
すというものではありません。
意見として、「迅速に人命を救うため、一刻も早
く・・・・・」とあり、救急救命士の養成も必要だが、
市民が望んでいるのは、本当に一刻も早く医療
機関に搬送してほしいというところです。
何度か救急搬送に同乗しましたが、救急車が現
着し、病院の受入れを確認して、医療機関に向
かうまでどのくらいの時間がかかっているでしょ
う。
脳や心臓の疾患の方では、搬送するまでに亡く
なってしまいます。
自分が同乗した脳卒中の方が、救急車の中で、
大きないびきをかきだしてしまい、病院についた
時は手遅れでした。もう少し早く現着できれば、
助かっていたかもしれません。
市民も「なんで早く救急車は出ないのと不思議
がっています。」
病院が受け入れないのもわかります。
中には、原因のわかっている方もいます、最初に
病院につないで、少しでも短縮してほしと思いま
す。
この部分の市民に安心を与える計画への書き
込みが少しほしいと思います。如何でしょうか！

救急隊員の資質の向上、医療機関との連携や回答される内容
も、想像ができるところですが、市民がこの計画を見て、草加八
潮の住民は守られている、安心だと思えるものにして欲しいから
です。

消防の活動を市民に理解していただくことは重要なことであると
考えます。
本計画において必要なことは、この計画に市民の安全安心を与
えられる手段を組み込んでいくことであると考えます。
市民に消防の活動を理解していただくような組織づくりを進めま
す。

-

19 政策以外 パブコメ 147
10-2-1
業務電子化の
推進について

電子端末機を各自が保有する

　決裁時における署所の車両移動による行為は決裁権の委譲
をすることで改善が図られると考えます。また、文書管理の電子
化については当然のことですが、起案文書や事業完結後の保
存には有効ですが、職員が必要になる文書は多岐になるはずで
紙文書の方が見やすいため紙の減量は不可能に近く、職員数
にもよりますが端末機を各自が保有する形が可能であれば解決
出来るのでは無いでしょうか。

（現状維持）
消防署員による決裁行為を消防署長や分署長が代行したと仮
定しても消防局までの移動は伴い、移動中に災害があった場合
には即座に駆けつけるなど、消防署員と状況は変わらないことを
ご理解いただきたい。電子化を進めることで、こうした危機管理
上の弊害を取り除ける可能性があること、また、ペーパーレス化
による公文書保管スペースの最小限の確保にもつながること
や、紙資源の減量につながるなど、業務全般の効率化が見込
めるものと考えています。

-

15 政策以外 審議委員 148
図表
114

10-2-3
働き方改革（勤
務形態見直し）
の推進

【３交替制メリットの追加】
　図表114勤務形態の比較
「部隊活動の技能が的確に管理でき、部隊活動
の一層の向上が図れる」効果も記載しては如何
か。

　図表114勤務形態の比較の３交替制のメリットに、「２交替制と
比較して部隊内での連携が取りやすい」とあるが、隊員が固定
することは、隊員の技能を把握できることから、これは将来の人
員増を見据え、その効果として消防活動の的確化から被害の
軽減効果を期待できることになると考えます。

（追記）
３交替制メリット
1項目
部隊編成が固定されるため、２交替制と比較すると、継続した
訓練等を通して、部隊活動の技能が的確に管理でき、部隊活
動の一層の向上が図れる。
2項目　削除

計画反映

16 政策以外 審議委員 156
2-1
消防施設の整
備方針

【八潮南部地域への分署設置重要性】
「解消を図る」では緊急性は理解できないことか
ら「空白となっている八潮南部地域には新たな
分署を新設し、住民の安全な生活の観点からも
喫緊に空白地域の解消を図ります。」とすること
で構成市の財務負担の理解が得やすいと考え
る。

　本文6行目、「空白となっている八潮南部地域には新たな分
署を新設し、空白地域の解消を図ります」とあるが、これまでの
現状分析から明らかの消防力の空白地域で、火災時には消防
ポンプ車の到着が遅れ、被害の拡大が懸念されることから、「解
消を図る」では緊急性は理解できないことから「空白となっている
八潮南部地域には新たな分署を新設し、住民の安全な生活の
観点からも喫緊に空白地域の解消を図ります。」とすることで構
成市の財務負担の理解が得やすいと考える。それが167ページ
の（仮称）八潮消防署南分署の課題と整備指針に結びついてい
く。

（現状維持）
消防施設の整備方針については、前章までの分析結果を踏ま
えての課題抽出・頭出しの部分であり、ここでは並列的に記載し
ています。各施設整備の具体的な必要性については、以降の
ページにおいて記載していくことで体裁を整えていることをご理解
いただきたい。

-
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資料1 消防力の整備指針・消防施設整備計画素案の意見に対する消防組合回答（案）
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31 政策以外 八潮市 181

「図表145」について

何のための費用かを記載してはどうか。特に令
和６年と令和１１年。

お金がかかるだけしかわからない。どういう事情で費用負担が生
じるのか説明すべきと考えるため。

（追記）
図表１４３常備消防施設の保全計画における令和６年度の八潮
署の大規模改修、令和１１年度の草加消防署北分署の大規模
改修を指しています。一連の流れで構成していますが、ページ
が変わっても見やすくなるよう、図表１４３の次ページの大規模
改修の記述を本ページに再掲する形で追加します。

計画反映

32 政策以外 八潮市 182

「図表146について」

何のための費用かを記載してはどうか。
また 「未対応分」とは？未対応とすることがどこ
かで決まっているのか。

お金がかかるだけしかわからない。どういう事情で費用負担が生
じるのか説明すべきと考えるため。

（追記）
非常備消防施設ということで、草加市と八潮市における消防団
詰所の大規模改修を指しています。未対応分とは竣工後15
年、30年が経過している建物で、大規模改修を実施していない
建物が該当します。わかりやすいように記述を追記します。

計画反映

33 政策以外 八潮市 183

「図表147について」

何のための費用かを記載してはどうか
また、「平準化」ではなく、未対応分を割り振った
だけのように見える。

お金がかかるだけしかわからない。どういう事情で費用負担が生
じるのか説明すべきと考えるため。
また、令和６年と令和１１年の突出している部分をどのように対
応するかも含めて「平準化」と考えるため。

（追記）
常備消防施設と非常備消防施設の大規模改修を指していま
す。そのことがわかるよう追記します。また、平準化について、非
常備消防施設については施設数が多く、各地域から古い建築
順に割り当てることができるため、平準化しやすい状況にありま
すが、常備消防施設については、施設数が少なく、大規模改修
の施設も限られていることから、平準化が困難な状況となってい
ます。このような実情を踏まえた内容であることをご理解いただ
きたい。

-

04 政策以外 審議委員
回
審
議
会

192 国の財政支援等の資料はないのか

現在の国と県の財政支援があと何年あるのか、非常に大事な
要素で、その資料がどこに記載されているのか。国、県の財政
支援は非常に大切なところであるが、出しにくいのであれば結構
です。

（現状維持）
現在の財政支援について、検討資料としてお示しすることは可
能ですが、国等の動向により支援内容が変更になるなど、不確
定要素があるため、計画書には「国や県等からの財政支援」とい
う大きな括りの中で言及してまいります。

-
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